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研究成果の概要（和文）： 

本研究の成果は、「平成の大合併」によって基礎自治体が広域化、大規模化し、これに対応す

るために制度が形成されてきた都市内分権にともなう「地域自治組織」と「住民自治組織」と

の重層的な仕組みについて、合併の背景や合併経緯、合併方法まで含めて「多層的内部自治組

織」として構造的に解明し、それらを類型化して比較分析することによって、「多層的内部自治

組織」の本質を究明するとともに、それらが様ざまな形態をとることの意義を住民自治の観点

から理論的・実証的に解明し、広域的市町村におけるより好ましい地域自治のあり方を探究し

えたことにある。 

 
研究成果の概要（英文）： 
The purpose of this study was to investigate the features of the Heisei Municipal 

mergers, and to argue about the significance of intra-city decentralization and 
inhabitant-based autonomy in the municipal mergers. We got some different patterns 
of the stratified relationship between the areal self-government systems and various 
inhabitant-based autonomies. 
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１．研究開始当初の背景 

平成の大合併を機に始まった地域自治組
織や住民自治組織に関する先進的取組みに
ついては、いまだ試行錯誤の状態にあり、検

証が十分とはいえなかった。特に「地域自治
組織・住民自治組織」による行政と住民の関
連性構築については、それを新たに設置しな
かった合併市町村との違いや、非合併市町村
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における従来型の自治組織との間で格差が
生じている可能性が高く、その比較が必要で
あった。 

また、「地域自治組織・住民自治組織」を
設置した自治体においても、自治体活動にお
ける財源や人材の見直し、縮小といった問題
が存在していた。にもかかわらず、地域自治
組織と住民自治組織の多様な関係について
は、それまで体系的な分析はほとんど存在し
なかった。 

 

２．研究の目的 

本研究の目的は、「平成の大合併」によって
基礎自治体が広域化、大規模化し、これに対
応するために制度が形成されてきた都市内
分権にともなう「地域自治組織」と「住民自
治組織」との重層的な仕組みについて、合併
の背景や合併経緯、合併方法まで含めて「多
層的内部自治組織」として構造的に解明し、
それらを類型化して比較分析することによ
って、「多層的内部自治組織」の本質を究明
するとともに、それらが様ざまな形態をとる
ことの意義を住民自治の観点から理論的・実
証的に解明し、広域的市町村におけるより好
ましい地域自治のあり方を探究することに
ある。 

 

３．研究の方法 

方法①：第 1に、平成大合併における全国
の合併 575市町村と、非合併 1,175市町村の
全てを対象として、「平成大合併に関する全
国アンケート調査」を実施した。その調査結
果を、当初、単純集計して考察を行い、次い
でクロス集計分析によって考察を深めるこ
とにした。 

方法②：第 2に、上記の全国アンケート分
析と並行して、典型的な合併事例について、
ミクロ的な事例研究を実施し、研究対象を一
層深めた。その中で、特に、地域自治組織と
住民自治組織との関係について、いくつかの
類型化を試みた。 

 
４．研究成果 

成果①：「平成大合併に関する全国アンケ
ート調査」の結果、合併市町村と非合併市町
村との間には共通の特徴がある一方、多くの
差異がみられ、それらが合併に対する態度の
差となって表れていることが判明した。たと
えば、合併を決定する最大の要因は、ともに
「地方財政危機」にあったが、そのあり方や
捉え方の相違によって、合併・非合併の選択
がなされ、この選択がその後の地域自治組織
や住民自治組織の形成にとっても重要な規
定要因となっている。 

こうした、全国全町村を対象とした悉皆調
査に基づく平成大合併の多角的分析は、これ
までの研究には存在せず、非常に大きな成果

といえる。 

成果②：類型化の結果、①住民参加型（新
潟県・上越市）、②官民協働型（宮崎市）、③
官民協調型（愛知県・豊田市）、④陳情型（岐
阜県・高山市）、さらに政令指定都市につい
ても、⑤都市内分権・自治志向型（新潟市）、
⑥都市内分権・自治退行型（浜松市）などに
分類できることが解明され、それらの比較検
証を行った。その考察の中から、今後の２１
世紀型地方自治の方向性が次第に鮮明にな
ってきた。 

こうした類型分析による研究も先行事例
はほとんどなく、本研究の非常に大きな成果
といえる。 
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